
自：平成３０年 ４月 １日

至：平成３１年 ３月３１日

平成 30 年度 

事業計画及び当初予算書 

議案第２号 

社会福祉法人 安芸市社会福祉協議会



●○法人基本理念○●

住民誰もが住みなれた地域で安心して暮らせる

福祉のまちづくりを目指します。

●○法人基本方針○●

一、地域住民が主体となった地域福祉活動を推進します。

一、社会福祉の中核団体として、住民から安心され信頼され愛される法人を目指します。

一、地域におけるすべての高齢者・障害者が、互いに等しくサービスを受けることの出来

る体制の強化を図ります。

一、利用者の生活の質の向上と自立支援に努めます。

一、福祉関係機関・団体との連携に努め、協働した事業活動を推進します。

一、社会福祉団体の役職員として、信頼される人格を持った責任ある人間を育成します。

一、すべての職員にとって、価値ある職場であるよう努めます。

●○安芸市地域福祉計画・安芸市地域福祉活動計画基本理念○●

～住民誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる福祉のまちづくり～



●○平成 30 年度 計画○● 

高齢化や人口減少が進み、地域・家庭・職場という生活領域における支え合いの基盤が弱まって

きています。また、人口減少は、多くの地域社会で社会経済の担い手の減少を招き、それを背景に、

耕作放棄地や、空き家、道路の整備など、様々な課題が顕在化しています。国においては「地域共

生社会」の実現を掲げ、「ニッポン一億総活躍プラン」や、改正社会福祉法の施行、地域共生社会の

実現に向けて、その具体化に向けた改革を進めています。 

地域共生社会は、制度・分野ごとの「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の

多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながる住民一人一人の暮らしと生き

がいを地域をともに築き上げていき、支えあいや助け合いという互助・共助の関係を地域の中で進

めることです。 

このような状況の中、社会福祉協議会は地域福祉を推進する団体として求められる役割は大きく

なっています。年齢や障害の有無などにかかわらず、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるま

ちづくりを目指して、地域福祉計画・地域福祉活動計画の着実な実践活動と、従来から築き上げて

きた地域との良好な関係を基盤として「地域支援」を進めるとともに、支援が必要となった人に対

する「個別支援」を展開し、相談・支援につなげる機能の強化に努め、「住民誰もが住み慣れた地域

で安心して暮らせる福祉のまちづくり」の実現に向けて取り組みます。 

●○重点項目○● 

１ 地域福祉の推進 

（１）地域支援（地域福祉の推進） 
・第２次安芸市地域福祉計画・地域福祉活動計画の実践 

・高齢者に対する介護予防活動の推進 

・障害を持つ方が地域で安心して暮らすことを目指した生活訓練等の推進 

（2）個別支援（総合相談機能の構築） 
     ・生活困窮者自立促進支援事業の実施 

     ・権利擁護（法人後見事業・日常生活自立支援事業）の実施 

２ 福祉サービスの推進 

（１）介護保険法・障害者総合支援法にそった適正な事業経営
    ・訪問介護・通所介護・総合事業 

（２）包括的な高齢・障害福祉サービス情報等の提供、相談支援 
    ・居宅介護支援事業・障害児者相談支援事業 
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●○事業の内容○● 

１ 組織経営体制 

（１）法人運営

   公益性をもった法人運営に努め、組織の強化及び効率的な事務事業の運営に努めます。 

理事会、評議員会の開催 

役職員研修 役員、監事研修会（県社協）・各種研修会への参加促進 

運営事業所の経営支援・調整 

（２）苦情相談窓口の設置

   利用者が安心して福祉サービスの利用ができるよう客観性を確保できる苦情解決窓口を設

置します。

（３）情報公開

   組織情報をホームページでの公開、広報誌の活用を行い、透明性の高い事業運営並びに地域

の活動支援・福祉活動への関心を高めます。 

広報誌の発行（年間 4回 4 月・7月・10 月・1月号） 

ホームページ・フェイスブック等の活用 

（４）安芸市総合社会福祉センターの管理運営

   相互交流及び活動の場を提供し、福祉意識の高揚と主体的な福祉活動の推進を図り、社会福

祉関係団体・機関、ボランティアグループの活動拠点の管理運営を行います。 

ふれあい研修室の設置 

収益事業（貸席業）の実施 

（５）福祉機器の貸出及び社会福祉団体等活動支援

   福祉機器（車椅子・電動ベッド等）、車輌・器具等貸出を行い在宅福祉の向上及び団体の組織

活動の支援を図ります。 

２ 地域福祉の推進 

（１）第２次安芸市地域福祉計画・地域福祉活動計画の実践

第２次計画（平成 29 年度～平成 33 年度）の進行管理を行い、住民誰もが住み慣れた地域で

安心して暮らせる福祉のまちづくりの基本理念の達成を目指します。 

「地区別アクションプラン」の実践支援 意見交換会 16 地区×年 3回 

    “まちづくり懇談会”とともに、地区別意見交換会（座談会）を開催し課題解決と今後の

地域づくりの方向性を協議し、住民が主体となった地域活動を支援します。 

安芸市地域福祉推進委員会の開催（第 2次計画平成 29 年度評価） 

地域交流会の開催（平成 30 年 5月 9 日） 
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（２）ボランティア活動の支援・調整

   担い手を増やし、地域福祉活動を充実させるために、ボランティアを育成するとともに、災

害発生時の災害ボランティアセンター運営についてセンター運営訓練を行います。 

安芸福祉ボランティア協会との連携 

ボランティアの育成、福祉活動の情報共有、ボランティア活動の情報発信 

安芸市災害ボランティアセンター運営委員会の開催及び運営訓練 

（３）地区社会福祉協議会活動の推進 

   地区社協の活性化を図り、地域福祉活動の推進を行います。 

地区別アクションプランの実践支援（16地区計画実践） 

地区社協の取り組み情報の共有化と課題検討 

（４）福祉教育活動の推進

   小・中・高等学校を、福祉教育推進校に指定・助成を行い、福祉教育のプログラムメニュー

を基に児童・生徒の体験学習に協力するとともに、福祉の心を育む教育活動の支援に努めま

す。 

福祉教育推進の指定 13 校 

福祉教育プログラムによる児童・生徒の学びの場の支援 

（５）福祉ふれあいバザー

   「あき・元気フェスタ」と共催し、市内社会福祉団体間の相互交流・活性化を図る目的で開

催します。 

（６）安芸市社会福祉大会

   行政・福祉関係団体、住民が一同に会し、福祉に貢献のあった個人・団体の功績を称えると

ともに、福祉に関する意識の高揚を図る目的で開催します。 

（７）福祉総合相談所の開設運営

   住民の抱える悩み、心配ごと等に対応するため、相談所を設置し、各種相談機関・行政機関

との連携を密にし、その諸問題解決に向けた取り組みを行います。 

障害者相談・人権相談・行政相談・年金相談・司法書士相談・心配ごと相談・ＤＶ相談 

法律相談（年 1回関西大学法科大学院連携） 

（８）第１４期（前期）安芸シルバー短期大学の開校

   高齢者が、生きがいをもって心身ともに健康で明るく豊かな生活を送り、学識を高め、社会

見聞を広めることを目的とし開校します。 

学生 100 名（定員） 

講座（年間 16 講座）、学外研修（1回）、子どもとの交流（1回） 
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３ 在宅福祉サービスの推進 

（１）福祉移送サービス事業

   安芸市福祉移送サービス要綱に基づき、在宅で生活する車椅子利用者の移動手段確保に、車

椅子用送迎車輌（リフト車）をもちいて、医療機関等と自宅との送迎を行います。 

登録者数 90 名 

（２）在宅高齢者福祉事業

①地域敬老事業

長年にわたり社会に尽くされてきた高齢者を敬愛し長寿を祝うことを目的として、地域組織が中

心となり敬老事業を行います。 

実施地区（敬老会 14 地区・記念品配布 4地区） 

黒鳥地区敬老会の開催に向けて取り組み 

②地域における認知機能低下予防事業

  認知機能の低下予防を目的に高齢者の集いの場、交流の場である地域サロン活動を支援しま

す。 

13 地区 

③生活支援体制整備事業

   高齢者の在宅生活を支えるため、ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、社会福祉法人、協同組

合等の多様な事業主体による重層的な生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築を図り

ます。

生活支援・介護予防サービス提供主体等協議体の設置運営 委員 11 名・会議 5回 

小学校区（旧町村区）を単位とした第二層協議体の設置（地域支援）

地域の支援ニーズとサービス提供主体の活動をマッチング（個別支援）

④介護支援ボランティアポイント事業

   介護支援ボランティア活動の実績に応じてポイントを付与し、高齢者が活動を通して社会参

加、地域貢献を行うとともに、自らの健康維持を図ることを目的としたボランティアポイン

ト制度を活用します。 

“あき元気応援マイレージ”のポイント管理 登録 96 名 

介護予防ボランティア研修会（養成講座）の開催 年 2回 

⑤見守り給食サービス事業（ふれあい給食サービス事業）

   80 歳以上の一人暮らし高齢者宅の見守り活動を効果的に進めていくため、民生児童委員に

よる定期的な安否確認訪問をかねて、民生児童委員協議会・ボランティア団体の協力による

手作り弁当の配食活動を行います。 

11 地区 
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（３）在宅障害者支援事業（障害者相談支援センターあき）

①在宅障害者地域対策支援事業

 在宅で生活する障害者の社会参加、交流を図ることを目的に障害者運動会への参加支援を行

います。 

東部地区身体障害者運動会 

②障害者生活訓練事業

   安芸市福祉事務所障害担当及び安芸市健康ふれあいセンター元気館と協働し、障害者の社会参加

促進を図るために、地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上などを目的とした訓練等を取り

入れた障害者の集いの場を開催します。

ニコスマイル

    生活訓練（平日） 基本的生活習慣を身につけ、訓練・交流の場として開催。

    余暇活動（休日） 就労している障害者の余暇活動の充実を目的として開催。

③一般相談支援事業

障害者の福祉に関する様々な問題について、相談に応じ、必要な情報の提供、障害福祉サー

ビスの利用支援等を行うほか、権利擁護のために必要な援助を行います。

④計画相談支援事業

サービス等利用計画についての相談及び作成などの支援が必要と認められる場合に、障害者

（児）の自立した生活を支え、障害者（児）の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向

けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援します。

障害認定区分調査受託

障害者・障害児計画相談支援

＜計画＞                               

利用区分 平成 30年 2 月現在 利用計画数 増 減 備 考 

障害認定調査 10 名 12 名 2  

一般相談 10 名 10 名 0  

障害者計画相談 90 名 90 名 0  

障害児計画相談 04 名 05 名 1  
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（４）生活困窮者自立促進支援事業（生活相談支援センターあき）

経済的に困窮し最低限度の生活を維持することが出来なくなるおそれのある人や、社会的に

孤立の状態にある人等に対し、相談支援による自立を目指した支援活動を行います。

自立相談支援事業（自立へ向けたアセスメント実施）

就労準備支援事業（就労に必要な訓練を日常生活自立、社会生活自立段階から支援）

家計相談支援事業（家計に関する相談、家計管理に関する指導、貸付等支援）

支援調整会議の開催（毎月：各専門機関、行政等）

就労準備支援の拡充（無料職業紹介所の指定）

＜計画＞                                

利用区分 平成 30年 2 月現在 利用計画数 増 減 備 考 

相談者数 29 名 24 名 △5 月当たり新規 2件 

プラン作成件数 12 件 12 件 0 

（５）ファミリー・サポート・センター事業（ファミサポみるきぃ）

子どもを持つすべての家庭が、地域で安心して子育てができるよう、会員を結び、 相互援助 

活動をサポートします。 

おねがい会員登録の広報 

会員講習会の開催（まかせて会員講習会） 年 2回 

会員交流会・フォローアップ研修 年 1回 

＜計画＞                                

利用区分 平成 30年 2 月現在 利用計画数 増 減 備 考 

まかせて会員 15 名 20 名 5 

おねがい会員 17 名 30 名 13 

支援件数 5 件 20 件 15 

４ 職業紹介事業 

安芸福祉人材バンク事業

東部地区における福祉人材の養成とマンパワーの確保を行うため人材バンクを設置し、福祉

人材の職業紹介登録斡旋を行います。 

就職相談会の開催（介護人材の確保） 

５ 資金貸付事業 

生活福祉資金貸付事務事業

   高知県社会福祉協議会の生活福祉資金貸付にかかる事務受託により、生活福祉資金の広報、

制度説明を行い関係機関との連絡調整を図ります。また、民生委員の協力を得て貸付相談か

ら償還指導を実施します。 
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６ 権利擁護事業（法人後見事業・日常生活自立支援事業） 

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等で判断能力が不十分な方が地域において自立した

生活が送れるよう、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用援助等を行います。 

福祉サービスの利用援助（成年後見・日常自立） 

預金の払い戻し、預金の解約、預金の預け入れの手続等利用者の日常生活費の管理 

定期的な訪問による生活変化の察知 

東部成年後見・日常生活自立支援研究会参加 

７ 共同募金運動への協力 

赤い羽根共同募金運動の募金活動の促進に努め地域福祉の推進を図り、安芸市共同募金委員会

とともに運動の広報・啓発を積極的に取り組みます。 

８ 団体事務 

社会福祉法人高知県共同募金会安芸市共同募金委員会 

安芸市民生児童委員協議会 

日本赤十字社高知県支部安芸市地区・安芸市赤十字奉仕団 

安芸福祉ボランティア協会 

安芸市遺族会 

安芸市地区社会福祉協議会連絡会 
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９ 介護事業所施設経営 

 介護保険法・障害者総合支援法等関係法令を遵守し適正な経営に努めます。 

（１）ホームヘルパーステーションあき

  ＜方針＞ 

職員の資質向上に取り組みます。（介護事業所認証評価制度） 

利用者数と訪問体制の適正なバランスを確保します。 

居宅介護支援事業者等に情報提供し積極的な利用者確保に努めます。 

＜事業＞ 

訪問介護・総合事業訪問型サービス・障害福祉（居宅介護・行動援護） 

障害者移動支援受託 

  ＜計画＞                               

利用区分 平成 30年 2 月 利用計画数 増 減 備 考 

要支援高齢者 21 名 21 名 1,561 回 0  

要介護高齢者 24 名 28 名 6,098 回 4 新規利用 5名見込 

障害者 18 名 15 名 2,136 回 △3  

計 63 名 64 名 9,795 回 1 1 日当たり 26 件訪問 

（２）デイサービスセンターはまちどり・訪問入浴ステーションあき
＜方針＞ 

職員の資質向上に取り組みます。（介護事業所認証評価制度） 

利用者を確保し収支改善に努めるとともに、地域に開かれた施設として各種行事等に取

り組みます。（一日当たり利用率の改善 14 名（47％）→18 名（60％）） 

 福祉ゾーン合同避難訓練参加、火災等避難訓練を実施し災害が発生した時に適切な行動 

がとれるよう誘導体制に取り組みます。 

＜事業＞ 

通所介護・総合事業通所型サービス・訪問入浴介護 

＜計画＞                                

利用区分 平成 30年 2 月 利用計画数 増 減 備 考 

要支援高齢者 03 名 03 名 0,0243 回 0 総合事業へ移行 

要介護高齢者 27 名 30 名 4,223 回 3 新規利用 3名見込 

計 27 名 30 名 4,466 回 3 
1 日当たり 18 名 

利用率 60％ 

（３）在宅介護支援センターはまかぜ
  ＜方針＞ 

高齢者介護ケアプラン作成によりサービス事業所との連携に努めます。 

地域包括支援センターと連携し在宅高齢者福祉の向上に努めます。 

  ＜事業＞ 

居宅介護支援 

＜計画＞                                

利用区分 平成 30年 2 月 利用計画数 増 減 備 考 

介護高齢者 9 名 10 名 1 兼務対応 

計 9 名 10 名 1  
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（単位：千円）
当初予算額 前年度予算額 増  減　額 備  考

事 収 会費収入 95 90 5
業 入 経常経費補助金収入 28,440 28,263 177
活 受託金収入 45,251 39,896 5,355
動 事業収入 2,432 2,206 226
に 介護保険事業収入 54,996 56,184 △ 1,188
よ 障害福祉サービス等事業収入 12,310 10,481 1,829
る 雑 収 入 330 380 △ 50
収 受取利息配当金収入 296 277 19
支 事業活動収入計(１) 144,150 137,777 6,373

支 人件費支出 111,544 110,892 652
出 事業費支出 14,624 14,241 383

事務費支出 11,969 9,721 2,248
助成金支出 8,402 7,724 678
事業活動支出計(２) 146,539 142,578 3,961
事業活動資金収支差額(３)=(１)－(２) △ 2,389 △ 4,801 2,412

施 収
設 入
整
備 施設整備等収入計(４) 0 0 0
等 支 固定資産取得支出 1,500 155 1,345
に 出
よ
る
収 施設整備等支出計(５) 1,500 155 1,345
支 施設整備等資金収支差額(６)=(４)－(５） △ 1,500 △ 155 △ 1,345
そ 収 積立資産取崩収入 3,220 305 2,915
の 入 事業区分間繰入金収入 2,248 1,959 289
他 拠点区分間繰入金収入 0 94 △ 94
の サービス区分間繰入金収入 1,198 1,062 136
活 その他の活動収入計(７) 6,666 3,420 3,246
動 支 基金積立資産支出 17 17 0
に 出 事業区分間繰入金支出 2,248 1,959 289
よ 拠点区分間繰入金支出 0 94 △ 94
る サービス区分間繰入金支出 1,198 1,062 136
収 その他の活動による支出 2,669 2,884 △ 215
支 その他の活動支出計(８) 6,132 6,016 116

その他の活動資金収支差額(９)=(７)－(８) 534 △ 2,596 3,130
予備費支出(10) 400 600 △ 200
当期資金収支差額合計(11)=(3+6+9)-(10) △ 3,755 △ 8,152 4,397

　　前期末支払資金残高(12) 40,838 43,838 △ 3,000
当期末支払資金残高(11)＋(12) 37,083 35,686 1,397

平成30年度　資金収支当初予算書（法人全体）
自：平成３０年４月１日　至：平成３１年３月３１日

勘  定  科  目
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公益事業区分 収益事業区分
地域福祉拠点 介護経営拠点 公益拠点 収益拠点

事 収 会費収入 95 95 0 0 0

業 入 　社会福祉協議会会費収入 95 95 0 0 0

活 　　賛助会費収入 95 95 0 0 0

動 経常経費補助金収入 28,440 26,822 0 1,618 0

に 　市補助金収入 28,440 26,822 0 1,618 0

よ 　　社会福祉協議会運営費補助金収入 22,424 20,806 0 1,618 0

る 　　地域福祉事業補助金収入 821 821 0 0 0

収 　　敬老会補助金収入 5,195 5,195 0 0 0

支 受託金収入 45,251 45,251 0 0 0
　市受託金収入 40,396 40,396 0 0 0
　　在宅障害者地域福祉事業受託金収入 20 20 0 0 0
　　福祉移送サービス事業受託金収入 2,425 2,425 0 0 0

　　障害者生活訓練事業受託金収入 5,520 5,520 0 0 0
　　見守り給食サービス事業受託金収入 1,679 1,679 0 0 0

　　障害者相談支援事業受託金収入 3,326 3,326 0 0 0
　　障害程度区分認定調査受託金収入 42 42 0 0 0
　　認知症地域支援体制推進事業受託金収入 2,135 2,135 0 0 0
　　生活支援サービス体制整備事業受託金収入 4,896 4,896 0 0 0
　　介護支援ボランティア事業受託金収入 744 744 0 0 0
　　生活困窮者自立促進事業受託金収入 16,431 16,431 0 0 0
　　ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業受託金収入 3,178 3,178 0 0 0

　県社協受託金収入 4,855 4,855 0 0 0
　　福祉人材バンク事業受託金収入 3,391 3,391 0 0 0
　　生活福祉資金貸付事務費受託金収入 330 330 0 0 0
　　日常生活自立支援事業受託金収入 1,134 1,134 0 0 0

事業収入 2,432 432 0 0 2,000
　参加費収入 180 180 0 0 0

　利用料収入 252 252 0 0 0
　賃貸料収入 2,000 0 0 0 2,000

介護保険事業収入 54,996 0 54,996 0 0
　居宅介護料収入 46,728 0 46,728 0 0

　　介護報酬収入 42,057 0 42,057 0 0
　　介護負担金収入（公費） 723 0 723 0 0

　　介護負担金収入（一般） 3,948 0 3,948 0 0
　介護予防・日常生活支援総合事業収入 5,868 0 5,868 0 0

　　事業費収入 5,282 0 5,282 0 0

　　事業負担金収入（公費） 113 0 113 0 0
　　事業負担金収入（一般） 473 0 473 0 0

　居宅介護支援介護料収入 1,200 0 1,200 0 0
　　居宅介護支援介護料収入 1,200 0 1,200 0 0

　利用者等利用料収入 1,200 0 1,200 0 0
　　食費収入（一般） 1,200 0 1,200 0 0

障害福祉サービス等事業収入 12,310 3,820 8,490 0 0
　自立支援給付費収入 12,310 3,820 8,490 0 0

　　介護給付費収入 8,490 0 8,490 0 0
　　計画相談支援給付費収入 3,670 3,670 0 0 0
　　障害児相談支援給付費収入 150 150 0 0 0
雑 収 入 330 176 0 0 154

　雑　収　入 330 176 0 0 154
受取利息配当金収入 296 296 0 0 0

　受取利息配当金収入 1 1 0 0 0
　福祉基金積立預金受取利息配当金収入 295 295 0 0 0

事業活動収入計(１) 144,150 76,892 63,486 1,618 2,154

勘  定  科  目 社会福祉事業区分

平成30年度　資金収支予算内訳表

法人全体

(自)平成30年4月1日  (至)平成31年3月31日
（単位：千円）
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公益事業区分 収益事業区分
地域福祉拠点 介護経営拠点 公益拠点 収益拠点

勘  定  科  目 社会福祉事業区分法人全体

支 人件費支出 111,544 58,509 53,035 0 0

出 　役員報酬支出 1,521 1,521 0 0 0
　職員給料支出 24,540 24,180 360 0 0

　職員賞与支出 9,032 8,900 132 0 0
　職員諸手当支出 2,975 2,975 0 0 0

　非常勤職員給与支出 59,467 13,391 46,076 0 0
　法定福利費支出 14,009 7,542 6,467 0 0

事業費支出 14,624 535 10,323 3,766 0
　消耗品費支出 455 30 325 100 0

　介護用品費支出 217 0 217 0 0
　消耗器具備品費支出 100 0 100 0 0

　印刷製本費支出 234 39 195 0 0
　水道光熱費支出 4,219 0 2,220 1,999 0

　燃料費支出 1,915 105 1,810 0 0
　　燃料費支出 724 0 724 0 0

　　車輛燃料費支出 1,191 105 1,086 0 0
　修繕費支出 600 0 400 200 0

　通信運搬費支出 300 132 168 0 0
　業務委託費支出 1,670 0 229 1,441 0

　保険料支出 1,116 121 995 0 0
　賃借料支出 1,081 58 997 26 0

　租税公課支出 66 0 66 0 0

　車輌費支出 690 50 640 0 0
　給食費支出 1,800 0 1,800 0 0

　医薬品費支出 41 0 41 0 0
　教養娯楽費支出 120 0 120 0 0

事務費支出 11,969 9,253 2,716 0 0
　福利厚生費支出 1,061 277 784 0 0

　旅費交通費支出 862 842 20 0 0
　研修研究費支出 233 153 80 0 0

　事務消耗品費支出 1,825 1,444 381 0 0
　器具什器費支出 230 70 160 0 0

　印刷製本費支出 869 869 0 0 0
　燃料費支出 425 425 0 0 0

　通信運搬費支出 774 774 0 0 0
　業務委託費支出 1,000 1,000 0 0 0

　保守料支出 1,201 165 1,036 0 0
　手数料支出 855 651 204 0 0

　　民生委員実費弁償費支出 126 126 0 0 0

　　手数料支出 729 525 204 0 0
　保険料支出 301 301 0 0 0

　賃借料支出 798 798 0 0 0
　租税公課支出 161 161 0 0 0

　渉外費支出 77 77 0 0 0
　諸会費支出 302 251 51 0 0

　諸謝金費支出 845 845 0 0 0
　車輌費支出 150 150 0 0 0

助成金支出 8,402 8,402 0 0 0
　助成金支出 8,402 8,402 0 0 0
　　助成金支出 8,402 8,402 0 0 0
事業活動支出計(２) 146,539 76,699 66,074 3,766 0
事業活動資金収支差額(３)=(１)－(２) △ 2,389 193 △ 2,588 △ 2,148 2,154
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公益事業区分 収益事業区分
地域福祉拠点 介護経営拠点 公益拠点 収益拠点

勘  定  科  目 社会福祉事業区分法人全体

施 収

設 入

整
備 施設整備等収入計(４) 0 0 0 0 0

等 支 固定資産取得支出 1,500 1,500 0 0 0

に 出 　車輌運搬具取得支出 1,500 1,500 0 0 0

よ
る

収 施設整備等支出計(５) 1,500 1,500 0 0 0

支 施設整備等資金収支差額(６)=(４)－(５） △ 1,500 △ 1,500 0 0 0

そ 収 積立資産取崩収入 3,220 3,220 0 0 0

の 入 　福祉基金積立資産取崩収入 3,220 3,220 0 0 0

他 事業区分間繰入金収入 2,248 0 0 2,248 0

の 　社会福祉事業事業区分間繰入金収入 94 0 0 94 0

活 　収益事業区分間繰入金収入 2,154 0 0 2,154 0

動 サービス区分間繰入金収入 1,198 1,198 0 0 0

に 　社協運営事業サービス区分間繰入金収入 1,198 1,198 0 0 0

よ その他の活動収入計(７) 6,666 4,418 0 2,248 0

る 支 基金積立資産支出 17 17 0 0 0

収 出 　基金積立資産支出 17 17 0 0 0

支 事業区分間繰入金支出 2,248 0 94 0 2,154

　公益事業区分間繰入金支出 2,248 0 94 0 2,154

サービス区分間繰入金支出 1,198 1,198 0 0 0
　地域福祉事業サービス区分間繰入金支出 775 775 0 0 0
　高齢者福祉事業サービス区分間繰入金支出 423 423 0 0 0
その他の活動による支出 2,669 2,629 40 0 0

　退職手当積立基金預け金支出 2,669 2,629 40 0 0
その他の活動支出計(８) 6,132 3,844 134 0 2,154
その他の活動資金収支差額(９)=(７)－(８) 534 574 △ 134 2,248 △ 2,154
予備費支出(10) 400 100 200 100 0
当期資金収支差額合計(11)=(3+6+9)-(10) △ 3,755 △ 833 △ 2,922 0 0

　　前期末支払資金残高(12) 40,838 2,968 37,600 270 0
当期末支払資金残高(11)＋(12) 37,083 2,135 34,678 270 0
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